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1. はじめに 

本資料は，弾性設計用地震動Ｓｄの設定について説明するものである。 

弾性設計用地震動Ｓｄは，設置許可基準規則解釈 別記２及び審査ガイドにおい

て，「基準地震動との応答スペクトルの比率の値が，目安として 0.5を下回らない

ような値で，工学的判断に基づいて設定すること。」とされている。 

ここでは，弾性設計用地震動Ｓｄと基準地震動Ｓｓとの応答スペクトルの比率

に関する知見，弾性設計用地震動Ｓｄの役割及び基準地震動Ｓ１の果たしてきた役

割を踏まえ，島根２号炉における弾性設計用地震動Ｓｄを設定し，設定した弾性

設計用地震動Ｓｄの年超過確率を参照する。 

また，弾性設計用地震動Ｓｄの設定根拠に関する総合的な比較・整理を行い，

島根２号炉における設定方法の妥当性を示す。 

 

2. 弾性設計用地震動Ｓｄの設定について 

2.1 弾性設計用地震動Ｓｄと基準地震動Ｓｓとの応答スペクトルの比率に関する

知見の整理 

安全機能限界に対応する入力荷重と弾性限界に対応する入力荷重の比率とし

ての係数αについて，日本電気協会の調査報告（１）を参照して評価する。日本電

気協会の調査報告には，鉄筋コンクリート造壁式構造の建物を２質点系の簡易

なスウェイ・ロッキングモデル（原子炉建物の規模を参考に，建物の耐力レベ

ルを変動させた５種類の建物モデル）に置換し，入力地震動を 100Galずつ順次

増加して非線形地震応答解析を行って求められたせん断ひずみと層せん断力係

数の関係を示した図があり，この図に許容限界①と許容限界②を加筆したもの

を第 2.1－1図に示す。 

ここで，許容限界②は，建物はある程度の損傷を受けるがその程度は小さく，

終局に対して余裕のある基準地震動Ｓｓの許容限界（せん断ひずみ度で 2.0×

10-3）を示しており，許容限界①は許容限界②の入力加速度を 1/2倍とした場合

の応答値を示している。 

許容限界①の応答値は短期許容応力度相当と考えられ，設置許可基準規則解

釈 別記２でいう弾性設計用地震動Ｓｄに求められる「おおむね弾性範囲の設計」

と考えられる。 

以上より，許容限界①を弾性限界，許容限界②を安全機能限界と捉えた場合，

安全機能限界に対応する入力荷重と弾性限界に対応する入力荷重の比率として

のαは 0.5程度の値となる。 
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第 2.1－1図 最大入力加速度とスケルトン上の最大応答 

（参考文献(1)より引用，加筆） 

 

2.2 弾性設計用地震動Ｓｄの役割を踏まえた設定の考え方 

先行プラントの審査実績における設定方法と同じように，「発電用原子炉施設

に関する耐震設計審査指針（昭和 56年 7月 20日 原子力安全委員会決定，平成

13年 3月 29日 一部改訂）」（以下「旧指針」という。）における基準地震動Ｓ１

を弾性設計用地震動Ｓｄで包絡させる考え方とした場合，基準地震動Ｓｓ－Ｄ

の約 0.8 倍となり，弾性設計用地震動Ｓｄが基準地震動Ｓｓに近づき，基準地

震動Ｓｓに対する安全機能の保持をより高い精度で確認するという耐震設計上

果たすべき役割から乖離する（基準地震動Ｓｓに対する安全機能保持を確実に

するための弾性設計用地震動Ｓｄによる弾性設計ではなく，弾性設計用地震動

Ｓｄによって構造設計が決定される）。 

第 2.2－1 図に示す通り，基準地震動Ｓ１は，880 年出雲の地震（M7.4）に基

づく大崎スペクトルにより設定されたもので，旧指針の基準地震動Ｓ２に対する

基準地震動Ｓ１の比率も約 8 割～9 割と大きい。また，基準地震動Ｓ１と基準地

震動Ｓｓ－Ｄ（宍道断層による地震等を考慮して策定した基準地震動）のスペ

クトル形状は異なっており，基準地震動Ｓ１を包絡する基準地震動Ｓｓ－ＤＨ×

0.8の短周期側は基準地震動Ｓ１の約 1.5～2倍程度になる。 

  

許容限界① 許容限界② 

保有ベースシア係数 1.5 

保有ベースシア係数 1.25 
保有ベースシア係数 1.0 

保有ベースシア係数 0.75 

保有ベースシア係数 0.5 
※保有ベースシア係数の異なる（0.5
～1.5）それぞれの建物モデルのせん
断スケルトン曲線 

※ 



4条-別紙 19-3 

 

第 2.2－1図 基準地震動Ｓｓ－ＤＨ×0.8のスペクトル 

 

日本電気協会の調査報告による弾性限界（許容限界①），安全機能限界（許容

限界②）の関係図（第 2.2－2図）に，許容限界②の入力加速度を 0.8倍とした

場合の応答値を◆で示す。これによると，設置許可基準規則解釈 別記２でいう

弾性設計用地震動Ｓｄに求められる「おおむね弾性範囲の設計」とは対応しな

い。 

 

 

第 2.2－2図 弾性限界と安全機能限界の関係図 

（参考文献(1)より引用，加筆） 

 

  

許容限界① 許容限界②

◆
◆
◆
◆

◆

◆：許容限界②の入力加速度を
0.8倍とした場合の応答値

加速度（cm/s2）
h=0.05

  周期（s）
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0

1000

2000

  

 Ss-DH
 S2

 Sd-DH
 Sd-1H
 S1
 Ss-DH×0.8



4条-別紙 19-4 

仮に，弾性設計用地震動Ｓｄを基準地震動Ｓｓ－Ｄの 0.8 倍と設定し弾性設

計を行う場合，基準地震動Ｓｓによる応答は安全機能限界以下となると考えら

れるが，弾性設計用地震動Ｓｄによる弾性設計を行うことで基準地震動Ｓｓに

対する安全機能保持をより高い精度で確実にするという役割からすると，過大

なレベルであると考えられる。 

弾性設計用地震動Ｓｄを基準地震動Ｓｓ－Ｄの 0.8 倍と設定した場合の耐震

評価を，基準地震動Ｓｓに対する安全機能が保持できる見込みの設備において

概算すると，第 2.2－1 表に示す通り，基準地震動Ｓｓ－Ｄ×0.8 では弾性限界

の目安を超え耐震強化が困難な設備がでる見込みであり，弾性設計用地震動 

Ｓｄとするには過大なレベルで，合理的な設計が出来ないと考えている。 

 

第 2.2－1表 耐震評価の概算 

代表設備 地震動 主な評価項目 判定（弾性限界） 備考 

炉内構造物 

（ブラケット） 

Ｓｄ－Ｄ 

一次応力 

目安値 

以下 １次固有周期： 

0.11s（水平方向） 

※原子炉圧力容器の 

１次固有周期を示す。 
Ｓｓ－Ｄ 

×0.8 

目安値を 

超える 

見込み（注１） 

制御室建物 

（中央制御室 

遮蔽壁） 

Ｓｄ－Ｄ 

せん断ひずみ， 

応力度 

目安値 

以下 １次固有周期： 

0.14s（ＮＳ方向） 

0.12s（ＥＷ方向） Ｓｓ－Ｄ 

×0.8 

目安値を 

超える 

見込み（注２） 

（注１）Ｓｓ－Ｄ×0.8 によるブラケットの発生応力を評価（Ｓｄ－Ｄ（＝Ｓｓ－Ｄ×0.5）による発生応力の

割増による概算）した結果，一次応力が許容応力を超える見込みであるが，当該ブラケットは原子炉

圧力容器内部の溶接構造物であり，原子炉圧力容器内での照射された材料の溶接による補強は施工上

困難。 

（注２）Ｓｓ－Ｄ×0.8 による鉄筋の応力度を評価（Ｓｄ－Ｄ（＝Ｓｓ－Ｄ×0.5）による応力度の割増による

概算）した結果，せん断応力度が短期許容応力度を超える見込みであるが，中央制御室遮蔽壁（制御

室建物の耐震壁を兼ねる）の耐震補強（鉄筋の追加や取替え等）は隣接建物との干渉や施工スペース

が狭隘なことから施工上困難。 

 

従って，単純に基準地震動Ｓｓの係数倍で基準地震動Ｓ１を包絡した弾性設計

用地震動Ｓｄを設定することは過大な地震動となり合理的な設計が出来ないこ

とから，弾性設計用地震動Ｓｄは，弾性設計用地震動Ｓｄと基準地震動Ｓｓと

の応答スペクトルの比率に関する知見及び弾性設計用地震動Ｓｄの役割を踏ま

え，基準地震動Ｓｓに係数 0.5を乗じて設定する。 
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2.3 基準地震動Ｓ１の果たしてきた役割を踏まえた設定の考え方 

平成１８年の耐震設計審査指針の改訂に伴いＡクラスがＳクラスに格上げさ

れたことに鑑み，旧指針において，基準地震動Ｓ１がＡクラス施設の耐震性を担

保（基準地震動Ｓ１と組み合わせる荷重の考慮を含む）してきたことを踏まえ，

基準地震動Ｓ１の応答スペクトルを概ね下回らないよう配慮した地震動も弾性

設計用地震動Ｓｄとして追加設定する。 

基準地震動Ｓ１と弾性設計用地震動Ｓｄ－１の地震動の特徴や新旧設計体系

の比較，及び基準地震動Ｓ１をそのまま用いるのではなく新たに弾性設計用地震

動Ｓｄ－１（水平・鉛直）を設定した理由を添付資料－１に示す。設計体系の

違い及び地震動の特徴を踏まえ，設定した弾性設計用地震動Ｓｄ－１が基準地

震動Ｓ１の果たしてきた役割を果たせるものと判断した。 

 

2.4 弾性設計用地震動Ｓｄの設定 

(1) 弾性設計用地震動Ｓｄの役割を踏まえた設定 

弾性設計用地震動Ｓｄは，設置許可基準規則及び審査ガイドの要求事項に従

って，基準地震動Ｓｓとの応答スペクトルの比率が目安として 0.5を下回らな

いよう基準地震動Ｓｓに係数 0.5を乗じて設定した。なお，係数 0.5は，工学

的判断として，発電用原子炉施設の安全機能限界と弾性限界に対する入力荷重

の比率が 0.5程度であるという知見を踏まえて設定した。 

以上の方法に基づき設定した弾性設計用地震動Ｓｄを以下に示す。 

弾性設計用地震動Ｓｄ：Ｓｄ－Ｄ，Ｆ１，Ｆ２，Ｎ１，Ｎ２ 

 

(2) 基準地震動Ｓ１の果たしてきた役割を踏まえた設定 

基準地震動Ｓ１の果たしてきた役割を踏まえ，旧指針における基準地震動Ｓ１

の応答スペクトルを概ね下回らないよう配慮した地震動も弾性設計用地震動

Ｓｄとして設定した。 

設定した弾性設計用地震動Ｓｄを以下に示す。 

弾性設計用地震動Ｓｄ：Ｓｄ－１ 

 

設定した弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトルを第 2.4－1 図及び第 2.4－

2図に，加速度時刻歴波形を第 2.4－3図～第 2.4－8図に，弾性設計用地震動 

Ｓｄと基準地震動Ｓ１の応答スペクトルの比較を第 2.4－9 図に示す。弾性設計

用地震動Ｓｄ－１の模擬地震波の作成条件等を添付資料－２に示す。 
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第 2.4－1図 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトル（水平方向） 
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第 2.4－2図 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトル（鉛直方向） 
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第 2.4－3図 弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄの設計用模擬地震波の 

加速度時刻歴波形 
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第 2.4－5図 弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｆ２の加速度時刻歴波形 

 

 

第 2.4－6図 弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｎ１の加速度時刻歴波形 
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第 2.4－7図 弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｎ２の加速度時刻歴波形 

 

 

第 2.4－8図 弾性設計用地震動Ｓｄ－１の設計用模擬地震波の 

加速度時刻歴波形 
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第 2.4－9図 弾性設計用地震動Ｓｄと基準地震動Ｓ１の 

応答スペクトルの比較（水平方向） 
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2.5 弾性設計用地震動Ｓｄの年超過確率の参照 

設定した弾性設計用地震動Ｓｄの年超過確率を参照し，発生確率が妥当な範

囲にあることを確認する。弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトル及び解放基

盤表面における地震動の一様ハザードスペクトルの比較を第 2.5－1 図及び第

2.5－2図に示す。弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄの年超過確率は 10-3～10-5程度，弾

性設計用地震動Ｓｄ－Ｆ１，Ｓｄ－Ｆ２，Ｓｄ－Ｎ１及びＳｄ－Ｎ２は 10-3～10-4

程度，弾性設計用地震動Ｓｄ－１は 10-3～10-4程度である。 

「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６

０１・補－1984」(2)（以下「ＪＥＡＧ４６０１・補－1984」という。）によると，

弾性設計用地震動Ｓｄの発生確率は 10-2～5×10-4 とされている（注１）。運転状態

と地震による荷重の組合せの検討にあたっては，弾性設計用地震動Ｓｄの年超

過確率を 10-2 として設定しており，設定した弾性設計用地震動Ｓｄの発生確率

はこれを大きく下回っている。 

 

（注１）ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載されている地震動の発生確率Ｓ１

をＳｄに読み替えた。 
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第 2.5－1図 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトル及び解放基盤表面に 

おける地震動の一様ハザードスペクトルの比較（水平方向） 
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第 2.5－2図 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトル及び解放基盤表面に 

おける地震動の一様ハザードスペクトルの比較（鉛直方向） 
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3. 弾性設計用地震動Ｓｄの設定方法の妥当性について 

弾性設計用地震動Ｓｄの設定根拠に関する総合的な比較・整理を行い，島根２

号炉における設定方法の妥当性を第 3－1表に示す。 

 

第 3－1 表 弾性設計用地震動Ｓｄの設定根拠に関する総合的な比較・整理 

 
島根２号炉における 

設定方法 

先行プラントの審査実績に 

おける設定方法の場合 

（Ｓｓ－Ｄの約 0.8倍） 

評
価
項
目 

①設置許可基準規則及び審査

ガイドの要求事項（基準地震

動Ｓｓに対する係数）に適合

しているか。 

◎ 

（基準地震動Ｓｓに対する 

係数 0.5） 

◎ 

（基準地震動Ｓｓに対する 

係数 約 0.8） 

②基準地震動Ｓｓによる地震

力に対する施設の安全機能

の保持をより高い精度で確

認するという弾性設計用地

震動Ｓｄの役割を踏まえた

設定となっているか。 

◎ 

× 

 （弾性設計用地震動Ｓｄが 

耐震設計上果たすべき役割 

から乖離し，合理的な設計が

出来ない） 

③基準地震動Ｓ１の果たしてき

た役割を考慮しているか。 

（基準地震動Ｓ１が施設の耐震

性を担保してきたことを踏ま

えた設定となっているか。） 

◎ 

（基準地震動Ｓ１の応答スペ

クトルを概ね下回らないよう

配慮した地震動Ｓｄ－１を 

追加設定） 

◎ 

④弾性設計用地震動Ｓｄの年

超過確率を参照し，発生確率

が妥当な範囲にあるか。 

◎ ○  

総合評価 
◎ 

⇒採用 

× 

⇒採用しない 
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編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 
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添付資料－１ 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ－１を設定した理由及び 

Ｓｄ－１を設定するメリット・デメリットについて 

 

1. 概要 

本資料では，基準地震動Ｓ１の果たしてきた役割を踏まえ，弾性設計用地震動

Ｓｄ－１を設定した理由及び弾性設計用地震動Ｓｄ－１を設定するメリット・

デメリットについて説明する。 

 

2. 弾性設計用地震動Ｓｄ－１を設定した理由 

基準地震動Ｓ１と弾性設計用地震動Ｓｄ－１の違いについて，それぞれの地震

動の特徴や新旧設計体系の違いを踏まえて比較し，基準地震動Ｓ１をそのまま用

いるのではなく新たに弾性設計用地震動Ｓｄ－１（水平・鉛直）を設定した理

由を第 2－1表に示す。 
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3. 弾性設計用地震動Ｓｄ－１を設定するメリット・デメリット 

基準地震動Ｓ１をそのまま用いるのではなく新たに弾性設計用地震動 

Ｓｄ－１（水平・鉛直）を設定するメリット・デメリットを第 3－1 表に示す。 

また，旧指針においてＡｓクラス及びＡクラスとしていた施設（第 3－2表参

照）は，基準地震動Ｓ１による地震力に対して設計している。 

なお，弾性設計用地震動Ｓｄ－１の設定の考え方は審査実績が無いものであ

り，弾性設計用地震動Ｓｄ－１の応答スペクトルは一部周期で基準地震動Ｓ１の

応答スペクトルを下回っていることから，弾性設計用地震動Ｓｄ－１の適用性

については，詳細設計段階において新旧設計体系の違いを踏まえて対象を適切

に選定した上で，説明性向上の観点から弾性設計用地震動Ｓｄ－１と基準地震

動Ｓ１の比較照査を行い，要因分析を行う。 
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添付資料－２ 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ－１の模擬地震波の作成 

 

1. 概要 

本資料では，弾性設計用地震動Ｓｄ－１の模擬地震波の作成及び作成した模

擬地震波の適合確認について説明する。 

 

2. 弾性設計用地震動Ｓｄ－１の模擬地震波の作成 

2.1 応答スペクトルのコントロールポイント 

弾性設計用地震動Ｓｄ－１のコントロールポイントを第 2－1表に示す。 

水平方向の弾性設計用地震動Ｓｄ－１Ｈは，基準地震動Ｓ１の応答スペクト

ルを下回らないようにコントロールポイントを設定する。鉛直方向の弾性設

計用地震動Ｓｄ－１Ｖは，水平方向の 2/3倍を下回らないようにコントロー

ルポイントを設定する。 

 

 

第 2－1 表 弾性設計用地震動Ｓｄ－１のコントロールポイント 

Ｓｄ－１ 

コントロール 

ポイント（注１） 

周期(s) 
Ａ 

0.02 

Ｂ 

0.115 

Ｃ 

0.280 

Ｄ 

0.575 

Ｅ 

2.00 

Ｆ 

5.00 

Ｓｄ－１Ｈ 
速度 

(cm/s) 
1.01 19.26 45.94 45.94 45.94 45.94 

Ｓｄ－１Ｖ 
速度 

(cm/s) 
0.68 12.84 30.63 30.63 30.63 30.63 

（注１）Ｓ１は大崎スペクトルによりＡＢ間の擬似加速度応答スペクトルが両算術目盛で直線であった

が，Ｓｄ－１はこれを包絡するように擬似速度応答スペクトルが両対数軸目盛で直線とする。 

また，Ｓ１は 880 年出雲の地震（M7.4）の諸元を基に大崎スペクトルにより周期 2 秒まで設定

していたが，Ｓｄ－１はコントロールポイントＤ以降の周期帯で擬似速度応答スペクトルを周

期 5秒まで一定に設定する。 
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2.2 振幅包絡線の経時的変化 

弾性設計用地震動Ｓｄ－１の応答スペクトルに適合する模擬地震波を，乱

数の位相を持つ正弦波の重ね合わせによって作成する。振幅包絡線の経時的

変化は，主要動の長さ及び継続時間が最も長い基準地震動Ｓｓ－Ｄの模擬地

震波と同様とする。弾性設計用地震動Ｓｄ－１の模擬地震波の振幅包絡線の

経時的変化を第 2－1図に示す。 

 

模擬地震波 
最大加速度 

（cm/s2） 

振幅包絡線の経時的変化（ｓ） 

Ｔｂ Ｔｃ Ｔｄ（継続時間） 

Ｓｄ－１Ｈ 320 
8.3 28.7 60.0 

Ｓｄ－１Ｖ 214 

 
第 2－1 図 弾性設計用地震動Ｓｄ－１の模擬地震波の 

振幅包絡線の経時的変化 

 

3. 作成した模擬地震波の適合確認 

作成した弾性設計用地震動Ｓｄ－１の模擬地震波が，基準地震動Ｓｓ－Ｄ策

定の際と同様に，日本電気協会(2008)(1)に示される以下の適合度の条件を満足し

ていることを確認する。 

 

(ⅰ) 目標とする応答スペクトル値に対する模擬地震波の応答スペクトル値

の比が全周期帯で 0.85以上 

(ⅱ) 応答スペクトル強さの比（ＳＩ比）が 1.0以上 

 

適合度の確認結果を第 3－1図及び第 3－1表に示す。作成した模擬地震波が

適合度の条件を満足していることを確認した。 

 

  

 

1

0.1
Tb Tc Td0

（注１）Ｓ１は 880年出雲の地震（M7.4）の諸元

を基に大崎の方法により，継続時間を

33.1 秒，振幅包絡線の継時的変化を設

定していたが，Ｓｄ－１はＳｓ－Ｄと

同様に継続時間を 60.0秒，振幅包絡線

の継時的変化を耐専の方法により設定

する。 
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（水平方向：Ｓｄ－１Ｈ）     （鉛直方向：Ｓｄ－１Ｖ） 

第 3－1 図 弾性設計用地震動Ｓｄ－１の応答スペクトル比 

 

第 3－1 表 弾性設計用地震動Ｓｄ－１の応答スペクトル強さの比（ＳＩ比） 

応答スペクトル 
ＳＩ比 

（周期 0.1～2.5秒） 

Ｓｄ－１Ｈ 1.00 

Ｓｄ－１Ｖ 1.00 
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1.5

0.85 応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
比
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0.1

 

ＳＩ ：応答スペクトル強さ（減衰定数ｈ＝5％） 

𝑆𝑣(𝑇) ：模擬地震波の速度応答スペクトル（cm/s） 

𝑆𝑣̅(𝑇) ：目標とする速度応答スペクトル（cm/s） 
𝑇 ：固有周期（秒） 


